
作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。
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37 時代にあった行政サービスの実現

政策名 推進計画

区分 ２１年度
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行政サービス改定の実施率
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見直した施設･拠点数
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見直す施設･拠点数

意図 成果指標

Ａ
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Ａ 部･課の数

Ａ）Ｂ)効率、公平なサービスが提供できているかどうかは、行財政計画実施計画の対象項目を抽出し、施設･拠点の見直し、
行政サービス改定の実施率と施設数により判断できると考えた。
Ｃ）行政サービスを享受する市民の納得が得られなければ、効率、公平なサービスを提供していくことはできないと考えた。
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成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

②意図（どのような状態にするのか）

行政機能

効率、公平なサービスを提
供する。
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④

⑤

業務と組織機構の
見直し

公共施設の見直し

民間活力の導入

広域行政の推進③

①

②

％

目標

70.0
69.5

民間活力を導入
する。

アウトソーシング
した事業件数

実績

実績

Ａ）成り行き値は、現状のままであれば指定管理者制度の導入以外は見直しが図られないと見込んだ。目標値は、公の施設
の見直し方針に基づいて設定した。　Ｂ）行財政改革実施計画の見直しに伴い、項目内容を変更したため、一旦値は下がる
が、成り行き値は、何もしなければ現状のままで推移すると考えた。目標値は、実施計画を着実に実行することにより、実施
率を高めていくように設定した。　Ｃ）成り行き値は、組織見直し（総合センター）に伴い、低下すると考え設定した。目標値は、
組織見直しは実施するものの、市民サービスを低下させないよう、現状を維持すべきであると考え設定した。

市の行政サービスに納得してい
る市民の割合

Ｄ
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２２年度 ２６年度２５年度

人

施設

％･施設

単位

Ａ)見直した施設･拠点数／見直し対象施設･拠点数　Ｂ）行財政改革実施計画で把握（行革実施計画の対象項目を抽出）
Ｃ）市民アンケート調査で把握「例）あなたは雲南市の行政サービスに納得していますか？」※設問･回答を工夫する。

２３年度 ２４年度区分 ２１年度
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組織・機
構、職員

件

定員管理計画に基づく職員

数で、効率よくサービスを提

供する。

組織機構の見直
し実績

部･課
組織・機
構、職員

組織・機
構、職員

広域行政を推進
する。

広域的に行ってい
る事業数･団体数

①117(7)
②2

①109（14）

②  10

①110（2）
②   1

①113（4）
②   1

実績

①指定管理者制度導入施

設、②廃止・休止・民間譲渡

施設数
施設 実績公の施設 見直しを図る。

実績

●市民にとって利用しやすい組織づくりを行ない、行政課題に迅速
かつ的確に対応する。
●市民の理解を得ながら「公の施設見直し方針」に基づき施設見直
しを行なう。

事業
団体

14
7

13
4

13
4

①
役
割
分
担

●市が提供するサービスを評価する。

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

背
景
・
要
因

○他団体との比較については、行政サービスに対する市民の納得割合や行政改
革の実施率等、同様な指標はなく、客観的に比較はできない。
○行政サービスに納得している市民の割合が7割程度であり、高い水準と判断でき
る。
○職員数について、類似団体の平均466人（H20年度時点；全国18自治体）に比較
し、雲南市は、まだ多い状況である。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○職員数は、定員管理計画に基づき削減していく（H25.4.1；529人→
H27.4.1；507人）。また、削減に対応していくため、組織見直しの中で減らして
いく必要がある。○地域主権改革一括法により、権限移譲が進んでいる。○
地方交付税の一本算定により大幅な減額が見込まれ、一層の行財政改革
が必要となる。○「新たな公」の視点からも、地域自主組織との連携がより
重要となっていく。

○行政サービスを身近なところで受けたいという意見や、休日の窓
口開設の要望がある。
○総合センター縮小に伴い、サービスの低下をきたさないよう要望
がある。

- １枚目 -



４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
■成果がどちらかと言えば向上した
□成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

⑤

②

基本事業 取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

民間活力の導入

・雲南広域連合の事務所移転検討を開始した。

○多様な行政サービスを実施していくためには、民
間活力を導入しながら、効率的に業務を行っていか
なければならない。

区　分 今後の課題

③

④

背
景
・
要
因

・市のメール便業務委託について、Ｈ２５年４月本格稼働に向け準備を進めた。

・市民等の意見を踏まえて、総合センターの在り方について、最終方針を取りまとめた。

広域行政の推進

公共施設の見直し
・新規指定管理導入施設が7施設、指定管理から直営となった施設が2施設、指定管理から廃止となった施設
が1施設、直営から廃止となった施設が１施設であった。

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

施　　　策

基
本
事
業

①
業務と組織機構の見
直し

次年度の方針（案）

②

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

○定員管理計画に基づき職員の削減を進めた。
○公の施設の見直し方針に基づき指定管理及び譲渡を進めた。
○市の行政サービスに納得している市民の割合は、ほぼ７割で推
移している。

業務と組織機構の見直
し

①

背
景
・
要
因

○公の施設の見直し率については、市民ニーズに配慮し、慎重に対応していることか
ら、目標に達しなかった。
○行財政改革実施計画に基づき行政サービスの改定を進め、実施率は目標を上回っ
た。
○市の行政サービスに納得している市民の割合は、目標をほぼ達成した。

《37 時代にあった行政サービスの実現》

③

○公の施設の見直し方針に基づき、公の施設を見
直していく必要がある。

○公の施設見直し方針に基づき、個別に具体的な方針
を検討し、市民の理解を得ながら、見直しを進めてい
く。

広域行政の推進 ○国、県の動向を注視し、調査･検討していく。
○国、県の動向を注視した速やかな対応が必要で
ある。

・特になし

○定員管理計画に沿った組織編成が必要である。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を図る必
要がある。
○公の施設の見直し方針に基づき、公の施設を見
直していく必要がある。

○行政組織の見直し方針に基づき、総合センターの在
り方も含め、行政組織全般を見直していく。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を進める。
○公の施設見直し方針に基づき、市民の理解を得なが
ら、見直しを進める。

○定員管理計画に沿った組織編成が必要である。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を図る必
要がある。
○マイナンバー法案の可決に伴い、今後の行政
サービス体系の見直しを検討する必要がある。

○行政組織の見直し方針に基づき、総合センターの在
り方も含め、行政組織全般を見直していく。
○事務事業の見直し（新設・統合・廃止等）を進める。
○マイナンバー関連業務の作業に着手する。

○市民の理解を得ながら民間活力の導入を推進する。

④

民間活力の導入

公共施設の見直し

⑤
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